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(単位:円)

（流動資産）

現金等 手許保管 運転資金 342,269

普通預金 みずほ銀行/日本橋支店 運転資金 407,584,120

三井住友銀行/日本橋支店 運転資金 3,537,043

三菱UFJ銀行/神田駅前支店 運転資金 9,820
三井住友信託銀行/日本橋営業部 運転資金 10,400

通常貯金 ゆうちょ銀行 運転資金 0

定期預金 三井住友銀行/日本橋支店 基本財産運用収益 400

定期預金 岩手銀行/東京営業部 基本財産運用収益 400

〈現金・預金計〉 411,484,452

未収金 東京電力ホールディングス　株式会社   他 公４、法人会計 7,743,067

前払金 通勤定期代 他 職員他 452,131

流動資産合計 419,679,650

（固定資産）

基本財産

定期預金 みずほ銀行/日本橋支店 基本財産 6,000,000

定期預金 三井住友銀行/日本橋支店 基本財産 10,000,000

定期預金 三菱UFJ銀行/神田駅前支店 基本財産 10,000,000

定期預金 岩手銀行/東京営業部 基本財産 10,000,000

定期預金 三井住友信託銀行/日本橋営業部 基本財産 10,000,000

〈基本財産計〉 46,000,000

特定資産

退職給付引当資産 みずほ銀行/日本橋支店 公１～公４及び法人会計 79,446,964

記録保管引当資産 みずほ銀行/日本橋支店 公４ 29,169,610

システム更新引当資産 みずほ銀行/日本橋支店 公４ 5,150,000

特定費用準備資金 みずほ銀行/日本橋支店 公４ 0

普及奨励助成積立資産 みずほ銀行/日本橋支店 公１ 166,750

ICRP調査研究積立資産みずほ銀行/日本橋支店 公３ 5,299,899

減価償却引当資産 みずほ銀行/日本橋支店 共通 4,881,375

〈特定資産計〉 124,114,598

その他固定資産

什器備品 データ管理室及び執務室 公３、公４及び共通 41,358,241

設備 データ管理室及び執務室 公４及び共通 2,114,361

ソフトウェア データ管理室及び執務室 公４ 83,609,035

保証金・敷金 ㈱太洋商会 共通 31,203,500

電話加入権 ０３－５２９５－１４８１ 他 共通 766,000

リース資産 データ管理室及び執務室 公４及び法人会計 121,537,229
〈その他固定資産計〉 280,588,366

固定資産合計 450,702,964

資産合計 870,382,614

（流動負債）

未払金 みずほ東芝リース　株式会社   他 公２、公４及び法人会計 24,471,422

預り金 健康保険 役職員 26,261

厚生年金保険 役職員 48,495

所得税 役職員 599,442

住民税 役職員 809,800

精算額 公４ 53,758,471

国庫返納金　他 公２ 3,151,580

〈預り金計〉 58,394,049

流動負債合計 82,865,471

（固定負債）

退職給付引当金 役職員 役職員 79,446,964

記録保管引当金 除染等及びＲＩ等 公４ 29,169,610

長期未払金 原子力 公４及び法人会計 121,537,229

固定負債合計 230,153,803

負債合計 313,019,274

正味財産 557,363,340

財 産 目 録
令和7年3月31日現在

貸借対照表科目 場所･物量等 使用目的等 金額
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	Ⅰ　放射線影響に関する知識の普及・啓発及び
	研究活動への奨励・助成
	１.　放射線影響に係る知識の普及・啓発
	(1) 協会の総合機関誌｢放影協ニュース｣を4回発行した（4月号、7月号、10月号、1月号）。
	(2) 協会の業務の紹介及び放射線関連情報の発信を図るため、ホームページの充実に努めた。
	(3) 国内で開催された放射線影響関連行事に参加し、情報交換並びに知識の普及啓発に努めた。

	２.　研究奨励助成金の交付
	３.　顕著な成績をあげた研究者等の顕彰
	(1) 放射線影響研究功績賞
	本賞は、協会の松平元理事長からの寄付金等を基に平成12年度（2000）に創設したものであり、放射線影響、放射線の医学利用の基礎並びに放射線による障害の防止など放射線科学研究の分野において、顕著な業績をあげた者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等により構成される本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	令和6年度（2024）は、次表のとおり1名を顕彰し、平成12年度（2000）からの顕彰累計は23名となった。
	(2) 放射線影響研究奨励賞
	本賞は平成18年度（2006）に創設されたものであり、放射線影響研究功績賞と同様に放射線科学研究の分野において活発な研究活動を行い、将来性のある若手研究者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等により構成される本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	令和6年度（2024）は、次表のとおり計2名を顕彰し、平成18年度（2006）からの顕彰累計は37名となった。

	４.　国際研究集会参加等のための助成金の交付

	Ⅱ　放射線影響に関する調査研究
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	(1) 調査対象者の被ばく線量に関する情報の更新
	(2) 調査対象者の生死に関する情報の更新
	(3) 調査対象者の死因情報の継続利用に関する手続き

	２．がん罹患情報の取得
	４．本事業の理解促進活動
	(1) 国内の主要な学会などへの参加
	(2) 文献調査

	５．委員会活動

	（契約に関する合意書締結日　令和6年12月2日）
	（契約額　2,607,000円）
	Ⅲ　放射線の防護及び利用に関する調査研究
	１．ICRPについて
	(1) ICRPの委員会構成
	国際放射線防護委員会は、主委員会と5つの専門委員会から構成されていたが、平成29年度（2017）に改組され主委員会と4つの専門委員会となった。それぞれの委員会の役割は次のとおりである。
	(2)　我が国からのICRP委員
	我が国は主委員会と専門委員会の全てに委員として参加している。令和6年度（2024）における我が国のICRP委員は次のとおりである。

	２．ICRP会合参加状況
	３．ICRP調査・研究連絡会の活動状況について
	(1) 放影協開催講座（ICRPセミナー）の開催
	一般市民を含むICRPに関心を有する方々に広くICRP や放射線防護に関する情報を提供するとの観点から、「放影協開催講座（ICRPセミナー）」を以下のとおり開催した。
	(2) 放影協開催講座（ICRP特別セミナー）の開催
	(3）ICRP調査・研究連絡委員会の活動
	(3）-2　ICRPの活動報告
	1) ICRP調査・研究連絡委員会の開催

	４．報告書の作成
	５．ICRP調査・研究連絡会の運営

	Ⅳ　放射線業務従事者等の放射線被ばく線量等に
	関する情報の収集、登録及び管理
	１.　経常業務
	(1) 原子力登録管理制度に係る業務
	原子力事業者等から被ばく線量登録管理に関する各種登録申請を受付け、また、放射線業務従事者（以下「従事者」という。）の指定を解除した者の被ばく線量に係る放射線管理記録の引渡しを受け、これらを処理するとともに、さらに被ばく線量記録等の登録保管内容の照会に対する回答業務を行った。
	その登録等の概況は、第1表のとおりである。
	（注）従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録の件数は、除染等業務従事者等のための登録を含む。
	①　従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録
	（原子力及び除染登録管理制度共通）
	②　原子力事業所における従事者指定の登録
	③　定期線量（年度線量）の登録
	④　従事者指定の解除及び原子炉等規制法に係る放射線管理記録の保存
	（国の指定を受けた放射線管理記録保存業務）
	⑤　従事者の被ばく線量記録に係る経歴照会に対する回答
	(2) 除染登録管理制度に係る業務
	除染登録管理制度は、当協会が運用主体となり、除染特別地域及び汚染状況重点調査地域で実施されている除染等業務、特定線量下業務及び事故由来廃棄物等処分業務を行う事業者が参加している。
	令和6年度（2024）は、除染等業務従事者に関する各種登録申請を受け付け、必要な処理を行った。事業者の制度参加及び登録等の概況は、以下のとおりである。なお、中央登録番号取得のための従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録は、原子力登録管理制度と共通であり、両制度における合計件数は第1表に示した。
	除染登録管理制度への事業者の参加状況を第3表に、各種登録等の状況を第4表に示す。
	① 事業場登録及び工事件名登録
	② 定期線量（四半期線量）の登録
	③ 除染電離則等に係る放射線管理記録、健康診断記録の保存
	（国の指定を受けた放射線管理記録保存業務）
	(3)　RI登録管理制度に係る業務
	(4) 国の指定を受けた放射線管理記録保存業務
	（注）原子力、RI両登録管理制度の従事者で、平成15年度（2003）に原子力登録管理制度に引渡された11,009件の記録を含む（第1表にも計上）。
	第8表　記録引渡しの内訳
	（単位：件）
	（注）複数の法令に基づく引渡し記録が含まれるため、各欄の合計が引渡し合計とはならない。
	② 従事者本人等からの記録の開示請求に対する対応
	(5) 国が実施または国が関与する放射線疫学調査に対する登録情報の提供
	令和6年度（2024）は、国が実施または国が関与する放射線疫学調査として、以下について登録データの提供を行った。
	・「低線量放射線による人体への影響に関する疫学的調査」

	２.　被ばく線量登録管理業務を安全・適切に実施するための業務
	(1) 登録管理システムのリプレース
	(2) 放射線管理記録の新たなアーカイブ方式の検討
	(3) 原子力業務従事者被ばく線量登録管理制度推進協議会の開催
	① 　令和5年度（2023）事業報告及び決算報告について
	② 　令和5年度（2023）線量統計資料について
	③ 　記録保管のデジタルアーカイブ化について
	④ 　放射線管理手帳自動記帳機の仕様変更について
	⑤ 　その他
	① 　令和7年度（2025）事業計画及び収支予算について
	② 　記録保管のデジタルアーカイブ化について
	③ 　放射線管理手帳自動記帳機の仕様変更について
	④ 　健康保険被保険者証等のマイナンバーカードへの取込みに伴う公的資料の取扱いについて
	⑤ 　その他
	(4) 除染等業務従事者等被ばく線量登録管理制度参加者協議会の開催
	① 　令和5年度（2023）事業報告及び決算報告について
	② 　令和5年（2023）統計資料について
	③ 　その他
	① 　令和6年度（2024）事業報告及び決算報告（見込み）について
	② 　令和7年度（2025）事業計画及び収支予算について
	③ 　令和7年度（2025）の負担金について
	④ 　その他
	(5) 原子力事業者及び除染事業者との制度運営等に係る協議
	原子力登録管理制度、除染登録管理制度及び手帳制度の適切な運用や個人情報の取扱い等について、原子力事業所や除染事業場に中央登録センター担当者が出向いて意見交換を行った。令和6年度（2024）においては、第9表のとおり、5箇所の原子力事業所及び2箇所の除染事業場で実施した。
	(6) 手帳発効機関に対する手帳の運用等に係る指導、助言
	手帳発効事業所に対して、手帳の円滑な運用に資するため、「放射線管理手帳運用要領・記入要領」（手帳発効機関用）等に従って手帳が適切に運用されているか、また、個人情報の取扱いが規程等に基づき適切に運用、管理されているか等について、中央登録センター担当者が出向いて、またはアンケートの回答を得て必要な指導、助言を行った。令和6年度（2024）においては、第9表のとおり、15箇所の手帳発効事業所で実施した。
	第9表　原子力事業所､除染事業場及び手帳発効事業所に対する助言､指導の実施状況
	（単位：箇所）
	(7) 統計資料の作成及び公表について
	原子力登録管理制度及び除染登録管理制度においては、登録された被ばく線量データに基づき、原子力及び除染の各事業における被ばく状況を示す各種統計を作成し、公表している。
	令和6年度（2024）は、原子力登録管理制度では令和5年度（2023）統計、及び除染登録管理制度では令和5年（2023）の暦年統計及び各四半期統計を作成した。統計資料は、協会のホームページ及び「放影協ニュース」で公表している。
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